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　私は、甲社を経営している社長です。
　この度、本社ビル（土地付き建物）を購入しました。購入代金以外に仲介手数料や税金等いろいろ支払いましたが、ど
のように処理をすればよいのでしょうか？

　土地建物等の取得に関連して支出した費用については、原則、取得価額に含める必要があります。
　ただし、登録免許税等のように取得価額に含めずに取得時の損金として処理することができる費用（下記❸参照）もあ
ります。
　よって、取得価額に含めなければならない費用、含めなくてもよい費用の違いを理解し、その上で決算等の状況や将来
計画を踏まえ、上手に処理の選択を行ってください。

１　固定資産の取得価額
　固定資産を取得した場合の取得価額は以下のように算出します。

残された配偶者の保護

　民法の相続分野の規定が約40年ぶりに大幅に見直され、2019年～2020年にかけて施行されます。改正内容は多岐にわたりますが、大きな柱は「残された配
偶者の保護」と「遺言の利用促進」です。

（現行制度では・・・）
　判例に基づき、「被相続人と配偶者との間に使用貸借契約があった」と
推認することによって、配偶者に居住権を認めていました。
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１　配偶者短期居住権の新設
　相続開始のときに、残された配偶者が被相続人所有の建物に居住していた場合は、遺産分割が終了するまでの間（又は相続開始の時か
ら６か月後のいずれか遅いほう）、無償で住み続けることができる。

２　配偶者居住権の新設

遺言の利用促進

　被相続人は遺言等により、終身又は一定期間、相続開始時に居住していた被相続人所有の建物に居住する権利を与えることができる。

３　長期間婚姻している夫婦間の贈与の扱い
　婚姻期間が20年以上の夫婦間で、居住用不動産を贈与・遺贈した場合、原則として、その財産は相続財産に含めない。

１　自筆証書遺言の方式の緩和
　自筆証書に、パソコンで作成した目録や、目録代わりの銀行通帳のコピーや不動産登記事項証明書等を添付して、遺言を作成できる。

２　自筆証書遺言の保管制度の創設（遺言書保管法）
　自筆証書遺言を作成した本人が法務局に出向き、法務局で自筆証書遺言の方式に適合しているかどうかをチェックした上で、遺言を保
管する制度。この場合、遺言の検認は不要となる。

その他の重要ポイント

（配偶者短期居住権の導入により・・・）
　被相続人が第三者に自宅を遺贈したような（使用貸借契約の推認ができ
ない）場合でも、少なくとも６か月間は、配偶者は居住を確保できること
となります。

（現行制度では・・・）
　残された配偶者が住む場所を確保するためには、自宅の所有権を取得す
る必要がありますが、その分、他の財産を受け取れなくなり、生活資金が
不足する事態が生じることがありました。

（配偶者居住権を取得すると・・・）
　残された配偶者は、自宅に住み続けることができる上、居住権の場合は、
自宅の所有権の評価額よりも圧縮されるので、その分、他の財産を受け取
ることができるようになります。

（現行制度では・・・）
　配偶者に自宅を贈与すると、「遺産の先渡し」があったと扱われ、自宅
を含めて遺産の取得額を計算する結果、贈与がなかった場合と同額しか取
得できない結果となっていました。

（制度導入により･･･）
　原則として、生前贈与分は相続財産とみなされないので、残された配偶
者は、贈与がなかった場合よりも多くの遺産を取得でき、被相続人の思い
にも合致するといえるでしょう。

（現行制度では・・・）
　財産が多数ある場合でも、遺言の全文を自書しなければならず、高齢に
なると、手書きをするのはかなりの負担です。

（制度導入により･･･）
　目録を自書しなくてよいため、遺言を手書きする際の負担は軽く、間違
いのリスクも減ります。なお、財産目録の偽造防止のため、財産目録の各
ページに署名押印をしなければなりません。

（現行制度では・・・）
　自筆証書は本人が自由に作成できますが、形式不備により無効とされる
場合がある上、保管場所が分かりづらく、相続人が発見できないこともあ
ります。また、筆跡だけでは作成者を判断することが難しく、遺言により
不利になる相続人が「遺言は無効だ」と主張することもあります。

（制度導入により・・・）
　本人確認の上、形式面がチェックされた遺言書が法務局で保管されるた
め、遺言の信頼性が高まるといえるでしょう。

● 遺言執行者の権限の明確化
　現行法に規定のない「遺言執行者の権利と義務」が明確に規定され、就
任後遅滞なく遺言の内容を相続人に通知し（義務）、遺言の内容を実現す
るため、財産の管理、その他遺言の執行に必要な一切の行為をすることが
できること（権利）が明らかになります。
● 仮払い制度の創設
　相続された預貯金は、遺産分割前でも、生活費、葬儀費用、相続債務の
支払のために一定の払戻しができるようになります。

● 遺留分制度の見直し
　遺留分（法律上留保されなければならない遺産の一定割合）が侵害され
た相続人は、遺留分を確保するための請求（遺留分減殺請求）ができます。
現行法では、この権利が行使されると、不動産などの遺産も相続人の共有
状態となってしまいますが、改正法では、この請求権を金銭債権として扱
うため、複雑な共有状態を回避できます。
● 相続人以外の者の貢献の考慮
　相続人以外の親族が被相続人の療養看護につとめた場合には、「特別の寄
与」を認め、一定要件の下で、相続人に金銭を請求できるようになります。

未経過固定資産税の取扱い
　固定資産税は、１月１日現在の所有者に対して課税されるため、年の途中に売買が行われた場合でも買主に納税義務は移りま
せん。
　しかし、年の途中に売買が行われた場合、基準日（１月１日や4月１日など）を設けて、既経過分は売主が、未経過分は買主
がそれぞれ負担する慣行があります。
　買主が未経過分を売主に支払った場合、その未経過分は固定資産税（税金）の支払ではなく、あくまで売買代金の精算の一部
として取り扱われます。
　よって、その金額は、土地建物の取得価額に算入することになり、また、消費税の計算上も、固定資産税（課税対象外）では
なく、売買代金の一部として、土地に係る分は非課税仕入れ、建物に係る分は課税仕入れとして処理することになります。

2　取得価額に含めなければならない費用
　下記の費用は、取得価額に含めなければなりません。

3　取得価額に含めなくてもよい費用
　下記の費用は、取得価額に含めずに、取得時の損金として処理することができます。

不動産取得税、登録免許税

締結済みの固定資産の取得に関する契約を解除した場合に支出する違約金

借入金の利子で、建設仮勘定に含めなかったもの

新工場の落成、操業開始時の記念費用等のように取得後に生じる付随費用

割賦販売契約で明確に区分されている割賦期間の利息や代金回収のための費用　等

②　事業の用に供するために直接要した費用

土地利用の目的で購入した土地付建物に係る当該建物の取壊し時における帳簿価額と取壊費用の
合計額（土地の取得価額に加算）　等

①　購入手数料その他取得のために直接要した費用

購入手数料、引取運賃、荷役費　等

建設仮勘定に含めた借入金の利子

土地、建物等の取得に際して支払う立退料　等

取得価額 ＝ 購入先に支払った購入代金 ＋ ①　購入手数料その他取得の
　　ために直接要した費用 ＋ ②　事業の用に供するために

　　直接要した費用

現行制度 制度導入のメリット
配偶者が居住建物を取得する場合には、他の財産を受け取れなくなってしまう。
例：相続人が妻及び子、遺産が自宅（2,000万円）及び預貯金（3,000万円）だった場合

妻と子の相続分＝１：１（妻2,500万円　子2,500万円）

自宅（2,000万円）
預貯金 500万円

預貯金 2,500万円

住む場所はあるけど、
生活費が不足しそうで不安。遺産

2,000万円

3,000万円

配偶者は自宅での居住を継続しながらその他の財産も取得できるようになる。

負担付き所有権（1,000万円）
預貯金 1,500万円

住む場所もあって、生活費
もあるので、生活が安心。

遺産

2,000万円

3,000万円

配偶者居住権（1,000万円）
預貯金 1,500万円配偶者居住権

(1,000万円）

負担付き所有権
(1,000万円）

（法務省資料を参考に作成） （法務省資料を参考に作成）


